


















北海道 A 市における生活困窮者自立支援促進モデル事業の取り組みについて 
松岡 是伸
（名寄市立大学保健福祉学部社会福祉学科 専任講師）






















の自立の促進に資する事業」であった。北海道では平成 26 年までに 13 自治体がモデル事
業を実施した（平成 26 年 9 月）（図表－1）。 
そのうえで平成 27 年度から本格実施と
して道と 35 市で開始された。そのうち任
意事業については 6 割（22 市）が実施に至
っていない。その背景には財政状況の厳し
さや、任意事業に対するニーズ把握困難等

















自立相談 就労準備 就労訓練 家計相談 学習支援 その他
1 北海道 ○ ○
2 札幌市 ○ ○ ○ ○
3 小樽市 ○
4 旭川市 ○ ○ ○ ○
5 室蘭市 ○
6 釧路市 ○ ○ ○ ○
7 帯広市 ○
8 北見市 ○ ○


























2 万 4 千人、世帯数は約 10 万世帯、65 歳以上が約 27％となっている（国勢調査平成 22 年
10 月 1 日・住民基本台帳平成 27 年 3 月 31 日）。産業構造別人口は、第 1 次産業が約 21％、
第 2 次産業が約 14％、第 3 次産業が約 66％となっている。観光資源並びに特産品が豊富で
観光産業等が盛んである。ちなみ北海道の人口は約 5 百 50 万人、65 歳以上の高齢化率は
約 28％、75 歳以上で約 14％となっており、高齢化が進行している（平成 27 年 1 月 1 日現
在住民基本台帳人口北海道庁）。
(2)A 市のモデル事業の体制について；A 市は平成 26 年 10 月よりモデル事業を実施し
ている。A 市から A 社会福祉協議会への事業委託という形態で実施され、担当する社会福
祉協議会の職員は、社会福祉士を取得（うち取得予定含・うち 2 名は精神保健福祉士）した
職員である。職員配置の方針としては、本事業にあたる職員は、国家資格をベースとしてソ
ーシャルワーカー経験が 5 年以上という方向性を持っている。 
2．調査方法 
インタビュー調査の時期は、平成 27 年 1 月 26 日（月）13 時 30 分～15 時までの 1 時間
30 分である。インタビュー会場は A 市社会福祉協議会内の一室をお借りし実施した。 
インタビュー時には、調査説明を行ない、「研究協力同意書」へのサインと提出を持って本
調査けの同意・参加を確認した。
本イタンビューは、A 市保健福祉部主管 A 氏（男性；50 代）と A 氏社会福祉協議会事務













Ⅲ．北海道 A 市における生活困窮者自立支援促進モデル事業の取り組みと実際について 





松岡 それでは A 市における生活困窮者自立支援モデル事業に関するインタビューをさせてい
ただきます。よろしくお願いいたします。
(1)モデル事業の所管部署（体制）について 









れども、権利擁護事業をしていた職員を中心に 3 名体制で対応するという形で。ただ 4 月の本
格稼働に向けて、今、生活困窮自立支援の相談支援というのをもちますと、ちょっとオーバーワ






























A 氏 その連携会議を行ったのが、昨年の 10 月からモデル事業が始まる、若干、ちょっと前に
開催したかったのですが、日程的なこともあって 10 月の末に 1 回目の会議を開いています。 
松岡 庁舎としては月 1 回とか？ 
A 氏 いや、そこまで細かな連携ではなくて、一応、要綱の中で、福祉支援課に事務局を置くと
いうことになってですね。必要の都度、招集するという事で進めておりまして、定期の会議には
なっていないですね。まだ 1 回しか開催してないです。 
松岡 ちなみに、会議の内容としては、どのような内容だったでしょうか。
A 氏 とりあえずは、1 回目の時はですね、生活困窮者自立支援法のそのものの（制度説明・理
解・周知等）ですね。また庁内連携会議で話した中身と重なるんですけれども、その背景とか、




























たという流れですね。結果的にモデル事業は、やるけれども平成 26 年度 4 月からはできないと。
平成 26 年度中になると。それで結果的に平成 26 年 10 月からというふうになったという状況で
す。
松岡 ちなみに一昨年前から、正職員の方々で会議というと、ちょうど法案通ってからですか？









































































































B 氏 あの、ほとんどが人件費になりますので、市の相談員というか、その者とあと 2 名の者へ
の割合で、そして大体、一人工（イチニンク）みたいな感じなんです。0.9 くらいになるような。
ちょっと、いろいろと 3 名で違いますから、それを 0.5 にしたり、0.2 にしたりしているような
状況ですかね。
松岡 来年度に関しても
















B 氏 一番の理由はですね、あの 4 月から本格稼働、‘よーい、ドン’でやるよと言っても自分
たちでそのなんらかの経験がないと、実施できないよという部分があった。できるならばその前











































A 氏 はい、その辺はやっぱり苦労っていうよりも、痛かったことだと思うんですよね。 
松岡 その場合の費用とかは、社協から。


















う 1 つは社協で実施している生活福祉資金の貸付の相談からのものが 2 つめになります。それ
からもう 1 つ、社会福祉資金の貸付（生活福祉資金）、その絡みからの相談という部分がありま




























































松岡 （資料を閲覧しつつ）生活困窮者の利用者の年齢は、30 代から 50 代が目立ち男性が多い
でしょうか。
B 氏 うーんと（一概にそうは）言えないと思いますね。たまたま…、まだ 3 カ月なのでわかん
ないですけれども、ただこの間（3 ヶ月間）で見れば、そういう傾向が出てますね。 
松岡 年齢も若めですね。
B 氏 本来であれば就労しているであろう年齢層の方に。これプラス、1 月に入って母親から電
話が来たのが 20 代とか、その息子についてですとか。 






























































































































本調査にご協力をいただきました北海道 A 市保健福祉部主管 A 氏並びに A 市社会福祉協議会
B 氏にこの場を借りて、心より御礼申し上げます。また本調査をアレンジメントしていただきま
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